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厚 生 委 員 会 報 告 資 料
令和３年７月１日 

件  名 令和２年度生活困窮者自立支援事業の実績報告について 

所管部課 福祉部くらしとしごとの相談センター 

内  容 

令和２年度における生活困窮者自立支援事業の実績を以下のとおり報告する。 

１ 自立相談支援事業 相談件数 （件） 

令和元年度 令和２年度 増減 

相談件数 

電話 ２，８１２ ４，１７２ ＋１，３６０ 

窓口 ２，２５１ １，８９２ △３５９

メール ６４ １７６ ＋１１２ 

合計 ５，１２７ ６，２４０ ＋１，１１３ 

※１相談件数は前年度から１，１１３件増加(対前年度２１．７％増加)

※１増となった主な内容「収入・生活費」「住まい・家賃」、「家族・人

間関係」の問題など複数の複雑な相談が増加した。

２ 就労準備支援事業の実施結果 

令和元年度 令和２年度 増減 

利 用 者 ２４４人 １７７人 △６７人

就労決定者 １４２人 ９３人 △４９人

就労体験等 

協力事業者 ８１事業者 ７０事業者 △１１事業者

求人開拓社数 

(求人件数) 

４５９社 

(６５２件) 

４５９社 

(６６３件) 

±０社 

（＋１１件） 

※１利用者、就労決定者、協力事業者はそれぞれ前年度から減少した。要因

として、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急事態宣言下における外

出自粛要請、就労体験受入可能事業者の減等の影響による。

（１）支援内容

① 面談、履歴書作成、面接指導

② ジョブトレーニング（２週間連続）

③ セミナー開催(パソコン、電話対応、コミュニケーション力等)

④ 企業見学、就労体験、ボランティア体験

（２）主な就労先職種

清掃（１７人）、事務（１２人）、警備（５人）、販売（４人）、

接客（３人）、製造（２人）、学校用務員（２人）、ドライバー（２人） 
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３ 居場所を兼ねた学習支援の実施結果 

（１）支援内容

① 大学生を中心としたボランティア等による寄り添った学習支援

② 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、ＷＥＢ会議システムを活用

したオンラインによる学習支援

③ 地域の子ども食堂等と連携して弁当等を配布・調達し、中学校休校期

間中の昼食を支援

※ 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、野外活動及び体験活動、

施設内におけるイベントは中止した。 

（２）進路状況

中学３年生７３人全員が高校等に進学

４ ひきこもり支援事業の実施結果 

     利用者数 
（人） 

相談件数（年齢別） 
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電話、メール、来所、出張による相談を実施。ひきこもり当事者や家族など 

からの相談に丁寧に対応した。 

（１）支援内容

① 年代を問わないひきこもりに関する一般的な相談対応

② 伴走型支援として、登録制による相談支援・居場所支援

（２）支援方法

相談を通じて信頼関係を築き、人との関わり方など社会性を身につける

ための支援。 

家族に対しては、本人への声掛けの仕方やタイミング等アドバイスを行 

うとともに、保健センターや家族会など、各種社会資源について情報提供 

を行う。 

（３）居場所支援実績

新規登録者８人、年間延べ利用者数１８５人（月平均１５．４人）

問題点・ 

今後の方針 
生活困窮者に対し、今後も寄り添った支援に努めていく。 
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厚 生 委 員 会 報 告 資 料
令和３年７月１日 

件  名 令和２年度ひとり親家庭支援事業の実績報告について 

所管部課 福祉部親子支援課 

内  容 

ひとり親家庭に対し、自立を支援し、生活の安定と向上を図ることを目的と

して、「相談」「交流」「就労」を柱とする各種支援事業を行っている。令和

２年度の実績について、以下のとおり報告する。 

１ 相談事業 

（１）豆の木相談室等での相談

豆の木相談室（親子支援課窓口）、メール・電話、サロン豆の木等でひと

り親家庭からの相談を相談員が受け付けている。 

ア 相談件数：７２８件（前年度５３３件）

電話 窓口 メール サロン 計 

就労・資格に

関すること 

１６５ 

(８５) 

１２５ 

(１１８) 

１０ 

（２０） 

０ 

（０） 

３００ 

(２２３) 

上 記 以 外 の

こと 

２５２ 

(１３９) 

１３３ 

(１２６) 

４０ 

（１９） 

３ 

（２６） 

４２８ 

(３１０) 

イ 相談内容内訳（割合）※相談１件あたりの重複あり

（２）豆の木メール等での情報提供

サロン豆の木（以下）を始めとしたひとり親家庭向けのイベント情報を配

信。また、ひとり親家庭の暮らしに役立つ情報を提供するアプリを開発し、 

配信。 

ア メール・アプリ登録者数：３，０９４件（前年度２,１７４件）

※ メール登録１，２１１件、アプリ登録１，８８３件

イ 情報提供件数：２２５件（前年度２４５件）

（内訳）

・ 手当の振込日や給付金や減免情報など生活に関する情報 １７３件

・ セミナー・講座の開催案内など仕事に関する情報 ３６件 

・ 安価で参加できるイベントなどレジャーに関する情報 １６件 
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（３）今後の方針

相談件数はコロナ禍の影響もあり、前年度から１．４倍に増加している。

相談内容は就労・資格に関することが約４割で、それ以外は子育ての悩みな

ど多様である。今後も相談者の話を傾聴し、丁寧にフォローアップを行って

いくとともに内容に応じて関係各課や専門窓口へつないでいく。 

２ 交流事業 

令和２年度からは目的に合わせて参加できるように２つの体系に分け、新型 

コロナウイルス感染症対策のため、事前申込制で定員を設けて実施した。

また、例年行っている屋外でのスペシャルサロンについては、感染症対策に

より規模縮小せざるを得ないバスツアーに代わり、なるべく多くの世帯が参加 

できるよう現地集合・解散型へ開催方法を変えて実施した。 

（１）サロン豆の木（相談支援型）

ひとり親家庭同士で悩みの相談、情報交換をしながら過ごす会話を中心と

した内容 

ア 開催日時

毎月第１土曜日の午後２時～４時

※４月、５月は緊急事態宣言発令により、開催中止

イ 開催場所

梅田地域学習センター、子育てパレット管理施設（マタニティ＆ベビー

ハウス Ohana）

ウ 参加世帯（者）数

２５世帯４６名（新規：４世帯）

開催日 内容（話のテーマ） 
参加世帯 

(参加人数) 
新規世帯 

６／６ 働き方を変えたい時の１歩！講座 ２(２) ０ 

７／４ 夏に向けた食講座 ３(６) ０ 

８／１ 時間の使い方 ４(５) ２ 

９／５ 人間関係のプチストレス解消 １(２) ０ 

１０／３ 心を癒し元気にする音楽の力 ２(４) ０ 

１１／７ 片付け講座 物と心の整理術 ３(４) １ 

１２／５ 忘年会 ３(７) ０ 

１／９ 疲れにくい体づくり ３(７) ０ 

２／６ 大人と子どもの靴選び ２(５) １ 

３／６ グチグチ cafe ２(４) ０ 

（２）サロン豆の木（企画型）

親子で楽しめる催し物を行い、様々な体験・経験機会を提供

ア 開催日時

毎月第２・４土曜日の午後２時～４時

※４月、５月は緊急事態宣言発令により、開催中止
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イ 開催場所

ギャラクシティ、梅田地域学習センター他区内各所

ウ 参加世帯（者）数

１２８世帯３０５名（父子世帯：延べ５世帯、新規：２２世帯）

開催日 内容 
参加世帯 

(参加人数) 
うち 

父子世帯 
新規
世帯 

６／２７ 組木コースター作り ５(１２) ０ ０ 

７／１１ ふれあい親子ヨガ ４(８) ０ ３ 

７／２４ 豆の木夏祭り ２１(５６) ０ ４ 

８／８ サマーコンサート ３(６) ０ １ 

８／２２ ﾌﾞﾘｯｼﾞｬｰを動かそう ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ １３(３３) ０ ３ 

９／１２ 異国文化体験とﾄﾞﾘｰﾑｷｬｯﾁｬｰ作り ５(１１) ０ ０ 

９／２６ 簡単防災グッズ作り＆非常食紹介 ３(７) ０ １ 

１０／１０ 親子でフラダンス １(２) ０ ０ 

１０／２４ ＤＩＹ＆変身ハロウィン ８(１８) １ １ 

１１／１４ マジック教室 ８(１９) １ １ 

配信版 マジック教室～配信版～ ３(６) ０ １ 

１１／２８ 合気道体験 ６(１５) １ １ 

１２／１２ アロマでしっとり乾燥対策 ５(１４) ０ ０ 

１２／２６ お正月飾りを作ろう １０(２２) １ ２ 

１／９ バルーンアート ５(１１) １ １ 

１／２３ 親子でダンス ３(６) ０ ０ 

２／１３ 親子で YouTube 体験 ６(１５) ０ ０ 

２／２７ 羊毛フェルト人形作り ９(２０) ０ ０ 

３／１３ セルフネイル・ネイルケア ５(１０) ０ ３ 

３／２７ イースター工作 ５(１４) ０ ０ 

（３）スペシャルサロン豆の木（体験型）

ア 開催日

令和３年１月１６日（土）、１７日（日）、３１日（日）

イ 開催場所
越谷いちごタウン（越谷市増森一丁目４１）※現地集合・現地解散

ウ 参加世帯（者）数

６５世帯１６１名（父子世帯：５世帯、新規：３１世帯）

開催日 
参加世帯 
(参加人数) 

うち 

父子世帯 
新規世帯 

１／１６ ２０(４５) ３ １４ 

１／１７ ２３(６２) ０ ９ 

１／３１ ２２(５４) ２ ８ 
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【参加者アンケートから見たサロンの効果】 

サロンに初めて参加したときに比べ、自身の生活に変化を感じているか。

参加者の声 

・ 時間と共に前向きになれている。

・ 何か困ったことがあっても相談できるところがあると思えることだけで

気持ちが楽になる。

・ 色々なイベントに参加していく中で、人とのかかわりも増え、気持ち的に

余裕もできた。

・ メリハリがついて規則正しい生活ができるようになった。

・ 子どもと出かける１つのイベントになって、楽しむことが増えた。

（４）今後の方針

２つの体系(企画型・相談支援型)のサロンを継続して開催する。親子に体

験機会を提供する企画型では、新たな世帯や父子も参加しやすい企画も検討

していく。相談支援型においては、ひとり親家庭同士の交流促進や相談しや

すい体制を目指す。個々のニーズに合った支援を選択できることで新規世帯

の参加を促し、孤立化を防いでいく。 

３ 就労支援事業 

（１）自立支援給付金事業等利用実績（カッコ内は前年度実績）

母子・父子家庭の経済的な自立を支援するため、仕事選びから就職まで

のサポートや給付金を支給し資格取得等の支援をする事業を実施 

事業名 

年間利用

者数 
修了者 新規利用

者 
正規雇用
就労者 

①高等職業訓練促進

給付金

３７ 

(４９) 

１２ 

（１４） 

１６ 

（２０） 

１５ 

(１６) 

②自立支援教育訓練

給付金

１５ 

(３４) 

１６ 

（１８） 

１３ 

（２０） 

２ 

（９） 

③自立支援プログラ

ム策定

０ 

(１) 

０ 

（１） 

１ 

（０） 

１ 

（０） 

④高校卒業程度認定

試験合格支援

１ 

(２) 

１ 

（１） 

０ 

（１） 

０ 

（０） 

計 
５３名 

(８６) 

２９名 

(３４) 

３０名 

(４１) 

１８名 

(２５) 
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【各事業の内容】 

① 国家資格取得のため学校で修学する間の生活費の一部を支給

② 就職に繋がる資格取得や技能修得のために受講する講座の受講費用の

一部を助成

③ ハローワークと連携し、個々の状況に合った仕事選びから就職までを

支援

④ 試験受験のために受講する講座費用の一部を助成（ひとり親家庭の子

も対象）

（２）セミナー・講座開催実績

資格取得や就職・転職に関するセミナーを開催し、自立に向けたライフ

プランを考える場を提供するとともに、給付金事業等の利用を啓発する目

的で実施している。また、就職の選択の幅を広げるため、パソコン技能が

修得できる講習会も実施している。 

ア 開催数  １０回 （前年度 １０回） 

イ 参加者数 ９７名【定員１４５名】

（前年度 ７１名【定員１７８名】）

ウ 主な内容

講座名 参加者数 定員 

パソコン講習会 ５９名 ６０名 

マネープランセミナー １４名 ２０名 

転職・就職準備セミナー １０名 ２０名 

ライフプランセミナー ９名 ２０名 

（３）平成３０年度自立支援給付金事業等修了者の１年経過後の就労状況の変化

雇用形態 修了時 
（平成３０年度中） 

修了翌々年度８月の現況

届で確認(令和２年度)

正規雇用 １６名 １５名 

非正規雇用 １０名 ９名 

無職等 ０名 ２名（無回答） 

※平成３０年度修了者２６名のうち、児童扶養手当を受給中の方について

現況届で雇用形態の変化を確認。

（４）今後の方針

コロナ禍において、飲食店等から在宅勤務できる事務職への希望など職業

選択に変化が現れている。社会情勢に合わせた雇用や求職情報を持つハロー

ワークとの連携も強め、就労による経済的自立を促進していく。
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４ 孤立のおそれがある世帯へのアンケート結果について 

（１）目的

孤立のおそれがある世帯の困りごとの把握のためアンケートを実施

（２）対象

児童扶養手当受給者で、現況届により正規就労による収入がない３８８世帯

（３）回答世帯数

１０３世帯（３月末現在）

（４）回答結果

ア 相談者の有・無

イ 支援事業利用の有・無
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ウ メール・応援アプリ登録状況

エ 子育てのこと（複数回答可）８３世帯/１０３世帯が困りごとあり

オ 仕事のこと（複数回答可）６８世帯/１０３世帯が困りごとあり
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その他の主な回答 

・ コロナで減収

・ コロナで仕事再開の目途が立たない

・ コロナで働く時間増やせない

・ コロナで客に会えない（営業職）

カ 生活のこと（複数回答可）９２世帯/１０３世帯が困りごとあり

キ 便利だと思う支援情報について（複数回答可）

（５）今後の方針

教育費や生活費など、コロナ禍の影響で先行きに不安を抱える世帯が多いた

め次の支援を実施していく。 

ア 令和３年に改訂した応援ブックには教育に関する貸付金や奨学金、給付金

についてまとめているほか、就労に役立つ資格取得等に関する支援制度も掲

載しており、４月に対象世帯へ送付した。

イ 豆の木サロンのちらしを送付し、交流を促したり、東京都のライフプラン

セミナーの開催などを豆の木メールでお知らせするなど情報提供していく。

ウ 手当の現況届送付時に、豆の木サロンや就労支援セミナー、応援アプリ登

録のご案内等各種事業の案内ちらしを同封するなど情報提供を随時行い、関

わりが持てるように努めていく。
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問題点・ 

今後の方針 

 ひとり親を対象とした手当の現況届を活用し、社会的な孤立になりそうな世帯

を把握し様々な支援に繋げることで、速やかに孤立の解消・自立の支援を促して

いく。 
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厚生委員会報告資料 

令和３年７月１日 

件 名 令和２年度障がい福祉センター相談事業の実績について 

所管部課名 福祉部障がい福祉推進室障がい福祉センター 

内 容 

令和２年度障がい福祉センターにおける相談事業の実績について、以下のとお

り報告する。 

１ 自立生活支援室 

（１）障がい者に対する総合相談

ア 一般相談件数  （件） 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

新規相談 

電話 － 654 743 

窓口 － 149 110 

メール － 7 5 

訪問等 － 3 3 

計 824 813 861 

継続相談 

電話 － 667 1,300 

窓口 － 975 756 

メール － 31 43 

訪問等 － 218 221 

計 2,088 1,891 2,320 

合計 2,912 2,704 3,181 

※ 平成３０年度については、相談合計件数のみ把握している。

イ マネジメント件数  （件） 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

相談者数 165 111 112 

対応件数 

来所 － － 328 

訪問 － － 18 

同行 － － 45 

計 628 733 391 

※ 平成３０年度、令和元年度については、対応合計件数のみ把握している。 

※ 新型コロナウイルス感染防止対策のため来所面談が減少。
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ウ 相談者の障がい種別

※ 肢体の障がいに関する相談のうち、半数は福祉用具の相談である。

（２）補装具の相談・判定  （件） 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

相談件数 

新規 213 229 258 

継続 228 277 377 

計 441 506 635 

判定件数 86 98 91 

※ 補装具の相談では、補装具の事前評価及び作成後の適合判定など個

別に対応している。 

※ 補装具の判定は、本来は東京都の事業であるが、利便性等の理由から

区指定医の協力を得て、障がい福祉センターで書類判定を実施してい

る。特別区では、足立区のほか、世田谷区、板橋区のみが実施している。 

（３）きこえの相談

毎週火曜日から金曜日まで言語聴覚士による相談を受ける。

音場検査
※
など聴力判定や補聴器のフィッティングまで専門的な相談に

応じている。 

※ 音場検査：スピーカーから測定音や言葉を出力して、補聴器を付け

ていない時と付けている時のきこえの変化から補聴器の 

効果を確認する検査法。 

1,806 

459 
405 

251 
140 111 70 54 43 13 

84 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

肢体 知的 聴覚 発達 高次脳 精神 視覚 言語 難病 内部 その他

総数 3,436 件 
（重複あり） 
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ア 相談件数 （  ）内は前年度実績 

種 別 件 数 

きこえの相談 
180 人（175） 

うち新規 119 人（104） 

ＳＴ相談（きこえ以外） 46 人 （24） 

耳鼻科医師・相談 7 人  （7） 

イ 相談内容（新規相談１１９人について、重複あり）

相談内容 件 数 

聴力の衰え 74 人 

補聴器 100 人 

耳鳴り 2 人 

障がい者手帳の取得 5 人 

生活・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 4 人 

その他 6 人 

合 計 191 人 

ウ 年齢別内訳（新規相談１１９人について）

※ 年齢不明者を除き新規相談者は、６５歳以上が全体の９４％

（１０８人）を占め、加齢による難聴の相談が多い。 

30代, 1人, 1% 40代, 1人, 1%

50代, 5人, 4%

60代, 7人, 6%

70代, 45人, 

38%

80代, 51人,

43%

90代, 5人, 4%

不明, 4人, 3%
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エ 聴力検査の結果（新規相談１１９人）

 

※ 身体障がい者手帳の取得につながった方 １１人

（６級相当４人、語音明瞭４級相当７人）

（４）ピアサポート（障がい当事者による相談） （件） 

肢体 聴覚 視覚 高次脳 計 

相談件数 
13 

（29）
25 

（28） 
9 

（6）
0 

（4）
47 

（67）

（  ）内は前年度実績 

※ 令和２年度は障害者週間特集としてあだち広報１１月２５日号に

ピアサポーター２名のインタビュー記事を掲載した。 

２ 雇用支援室 

（１）相談件数 （件） 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

来所 2,776 2,608 2,055 

電話・メール 7,477 7,127 9,233 

訪問 1,732 1,781 972 

その他 1,327 1,165 1,873 

計 13,312 12,681 14,133 

※ その他は、支援計画作成、支援方針会議、行政機関・支援

機関との連携会議等 

正常, 6人, 5%

軽度, 21人, 

18%

中等度, 75人, 

63%

高度, 5人, 

4%

不明, 12人,

10%

 

聴力レベルの判断基準（ｄＢ） 

重度 高度 中等度 軽度 正常 

90～ 70～89 40～69 25～39 ～24 
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（２）相談者の障がい種別 （重複あり）

ア 身体障がい  延べ３６４人   （人） 

肢体 

１～３ 

肢体 

４～７ 
視覚 聴覚 

平衡 

機能 

音声 

言語 
内部 

133 78 37 79 1 9 27 

イ 知的障がい  延べ１，１６０人 （人） 

１度 ２度 ３度 ４度 

0 2 169 989 

ウ 精神障がい 延べ５２２人 （人） 

１級 ２級 ３級 

9 192 321 

エ 手帳なし  延べ２０人 

オ 発達障がい等の支援状況 （人） 

発達 てんかん 高次脳 難病 計 

令和元年度 390 146 81 19 636 

令和２年度 409 144 80 19 652 

増減 19 △2 △1 0 16 

（３）相談に至る紹介経路 （新規登録１３２人）

特別支援学校

39%

ハローワーク

33人 25%

直接利用

12人 9%

福祉サービス事

業所 11人 8%

東京障害者職業セン

ター 1%

行政機関

3%

就労移行支援

事業所 6人 4%

上記以外

11%

51 人 1 人 

4 人  

 
14 人  
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（４）就労状況

ア 一般企業への障がい別就労者数 （延べ人数） （人） 

身体 知的 精神 手帳なし 計 

令和元年度 17 22  31  6  76 

令和2年度  6 13  11  3  33 

増減 △11 △9 △0 △3 △43

イ 就労先の業種 （実人数３０人の内訳） （人） 

建設 製造 電気ガス 情報通信 運輸 卸売小売 

0 1 0 0 0 5 

金融保険 不動産 飲食宿泊 医療福祉 教育学習 その他 

0 1 0 0 1 22 

問 題 点 

今後の方針 

毎年度末に業務報告会で外部から意見をいただくなどＰＤＣＡサイクルを

取り入れ、引き続き虐待の再発防止と業務の質の向上に取り組んでいく。 
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厚 生 委 員 会 報 告 資 料 

令和３年７月１日 

件 名 令和２年度足立区介護保険事業実施状況（速報値）について 

所 管 部 課 福祉部高齢者施策推進室介護保険課 

内 容 

令和２年度足立区介護保険事業実施状況（速報値）について、以下のとおり

報告する。 
数値は令和３年３月３１日現在の実績値。（ ）内は前年同日の実績値。 

※ 詳細は別紙１を参照 

１ ６５歳以上の被保険者（第一号被保険者） 

（１）６５歳以上の被保険者数

１７１，２９３人（１７１，５９５人） 前年度比３０２人減、０．２％減

※ 住所地特例の制度があるため「６５歳以上人口」とは一致しない。

（２）介護保険料収納率

９８．５％（９８．３％） 前年度比０．２ポイント増

２ 要支援・要介護認定者数 

３６，９３７人 （３６，９１３人）前年度比２４人増、０．１％増 

３ 保険給付状況 

（１）介護サービス受給者数

２９，５５９人 （２９，０１５人） 前年度比５４４人増、１．９％増 

（２）保険給付費

５４，８３９，１９９千円（５３，５５３，１９４千円） 

前年度比１，２８６，００５千円増、２．４％増 

≪参考≫【総人口、６５歳以上人口、高齢化率の推移】（各年４月１日現在） 

※ 令和３年４月１日時点で、足立区における高齢化率は２４．８１％であり、 
前年度より０．０３ポイント上昇した。

問題点・ 

今後の方針 
令和２年度実績を検証し、介護保険事業が安定的に運営できるよう努めていく。 
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(数値は、特に記載のないものは令和3年3月31日現在)

１　保険料賦課状況

① 第１号被保険者数 (人)

年齢区分
令和２年度

(A)
令和元年度

(B)
増減数

前年度比
(A/B)

65歳以上75歳未満 79,058 79,278 -220 99.7%

75歳以上 92,235 92,317 -82 99.9%

(再掲)外国人 2,469 2,355 114 104.8%

(再掲)住所地特例者 1,018 989 29 102.9%

計 171,293 171,595 -302 99.8%

※「住所地特例」とは、施設入所者が施設所在地に住民登録を異動しても、異動前の区市町村が保険者となる仕組みである。

② 第１号被保険者数の保険料段階別状況 ③ 第１号被保険者の収納状況
(人) (千円)

所得段階 人数 割合 令和元年度割合 Ｂ/Ａ収納率 元年度収納率

第1段階 40,696 23.8% 23.9% 特別徴収 100.3% 100.2%

第2段階 14,117 8.2% 8.1% 普通徴収 87.7% 86.4%

第3段階 13,493 7.9% 7.9% 計 98.5% 98.3%

第4段階 20,102 11.7% 12.1% 滞納繰越 20.5% 20.5%

第5段階 16,235 9.5% 9.3% ※賦課額・収納額は令和３年４月末日現在

第6段階 20,885 12.2% 12.1% ※収納額は還付未済額を含む

第7段階 20,067 11.7% 11.7% ※滞納繰越分は普通徴収のみ

第8段階 11,562 6.7% 6.8%

第9段階 5,419 3.2% 3.0%

第10段階 3,937 2.3% 2.2%

第11段階 1,444 0.8% 0.9%

第12段階 1,345 0.8% 0.8%

第13段階 861 0.5% 0.5%

第14段階 1,130 0.7% 0.7%

計 171,293 100.0% 100.0%

２　認定状況

① 要介護度別の認定者数
(人)

（参考）

前期高齢者 後期高齢者 合　計 構成比 東京都元年

(65～74歳) (75歳以上) 度末構成比

要支援1 696 3,920 75 4,691 12.7% 15.4%

要支援2 723 3,905 99 4,727 12.8% 12.9%

要介護1 623 4,945 73 5,641 15.3% 20.4%

要介護2 995 6,211 211 7,417 20.1% 16.7%

要介護3 665 4,577 130 5,372 14.5% 12.9%

要介護4 599 4,426 113 5,138 13.9% 12.5%

要介護5 495 3,317 139 3,951 10.7% 9.2%

計 4,796 31,301 840 36,937 100.0% 100.0%

構成比 13.0% 84.7% 2.3% 100.0%

構成比 対前年増減 0.3% 0.0% 2.7%

※被保険者別構成比は、元年度と比較し、前期高齢者が微増、後期高齢者が微減に対し、第２号被保険者は2.7％増加した。

11,507,714

99,729

第1号被保険者 第2号被
保険者
(40～64

歳)

11,678,166

487,320

令和２年度　足立区介護保険事業実施状況（速報値）

Ａ　賦課（調定額）

10,045,155

1,633,011

Ｂ　収納額

10,076,271

1,431,443

14.0%

100.0%

元年度末

構成比

19.6%

14.2%

13.4%

11.3%

元年度末

認定者数

合計

5,098

5,078

5,175

7,226

13.8%

13.7%

5,234

4,938

4,164

36,913

別紙１
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３　保険給付状況

① 介護サービス受給者数の推移

在　宅 地域密着 施　設

27,988 19,656 3,790 4,542

29,015 20,354 3,847 4,814

29,559 20,815 3,831 4,913

※令和3年3月末の受給者数(29,559人)は、令和2年3月末より544人、1.9％増加した。

平成31年3月末と比較すると、1,571人、5.6％増加した。

※在宅受給者数には、償還払(福祉用具購入、住宅改修)のみの受給者は含まない。

② 介護サービス別保険給付費

令和元年度
給付費(B)

対前年度比
(A/B)

介護給付 予防給付 合計

居宅サービス 32,737,780 716,054 33,453,834 33,066,477 101%

施設サービス 17,373,735 － 17,373,735 16,658,985 104%

福祉用具購入 58,621 13,310 71,931 68,872 104%

住宅改修 104,365 59,790 164,155 181,585 90%

高額介護サービス費（公費負担分含） 1,714,492 － 1,714,492 1,576,946 109%

高額医療合算介護サービス費 203,875 － 203,875 201,773 101%

特定入所者介護サービス費 1,801,445 506 1,801,951 1,744,235 103%

審査支払手数料 51,254 3,972 55,226 54,321 102%

そ　の　他 － － 0 0 -

54,045,567 793,632 54,839,199 53,553,194 102%

【参考】総合事業費 （千円）

令和２年度 令和元年度 対前年度比

372,614 387,906 96%

593,704 696,503 85%

141,030 164,460 86%

2,964 3,178 93%

1,425 1,800 79%

1,111,737 1,253,847 89%

③ 利用者負担額減額状況

ア）特定入所者介護サービス費支給対象件数 (件)

特別養護老人ﾎｰﾑ 老人保健施設 療養型医療施設 短期入所介護 計（Ａ）
令和元年度
合計件数(B)

対前年度比
(A/B)

615 261 14 871 1,761 2,223 79%

262 117 5 414 798 1,013 79%

107 342 16 992 1,457 1,470 99%

984 720 35 2,277 4,016 4,706 85%

※第2段階は住民税非課税世帯で、合計所得金額＋課税年金収入が80万円以下

イ）生計困難者に対する利用料助成事業(都制度) ④ 家族介護慰労金事業

令和２年度 令和元年度 令和２年度 令和元年度

軽減者数 190 197 件　数 9 16

助成延べ件数 1,135 1,427 支給額（円） 900,000 1,600,000

助 成 額 (円) 8,867,128 8,781,041

第1段階
（老齢福祉年金受給者・生保受給者）

受給者数

平成31年3月

　　総　　　計

介護予防ケアマネジメント

訪問型サービス

計

(人)

令和 2年3月

令和 3年3月

各月末＼受給者数

通所型サービス

第3段階
（第2段階以外の住民税世帯非課税者）

第2段階※
（住民税世帯非課税者で下記の場合）

種別

(千円)

サービス名
令和２年度
給付費(A)

高額介護予防サービス費相当分

合計

審査支払手数料
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厚 生 委 員 会 報 告 資 料 

令和３年７月１日 

件 名 令和２年度生活保護の適正執行及び自立支援の取組み状況について 

所管部課名 福祉部足立福祉事務所生活保護指導課 

内  容 

令和２年度における生活保護の適正執行及び自立支援の取組みについて報告する。 

１ 課税データとの突合調査 

令和元年度 令和２年度 

突合件数 Ａ ２９,５４８件 ２９,３５０件 

保有情報との差異件数 Ｂ ２,８５２件 ２,９２８件 

保有情報との差異率 Ｂ／Ａ ９.７％ １０.０％ 

Ｂのうち、返還決定件数 Ｃ ３１２件 ３５２件 

Ｂのうち、返還決定率 Ｃ／Ｂ １０.９％ １２.０％ 

（内訳） 

適用及び決定額 

法第７８条 
１６２件 １４２件 

５,９３７万円 ７，３４６万円 

法第６３条 
１５０件 ２１０件 

１,３７３万円 １，０８８万円 

Ｃのうち、生活保護廃止 Ｄ １１世帯 １０世帯 

２ 年金受給権の調査 

資産調査専門員による年金受給権調査等の結果、次のとおり年金裁定請求等を行

い、収入認定等の決定を行った。 

令和元年度 令和２年度 

年金等裁定請求 ６７３件 ５６０件 

（内訳） 

年金等 ５８９件 ４８８件 

年金基金 ５９件 ５２件 

一時金 ２５件 ２０件 
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３ 医療扶助の適正化 

（１）ジェネリック医薬品の使用数量割合の推移

使用率 H30.6 H31.6 R2.6 R3.1 

生活保護受給者 ７７．３％ ８７．２％ ８８．７％ ８７．９％ 

【参考】２３区平均 ７６．１％ ８６．１％ ８７．８％  

※ ２３区平均と比較するため「医療扶助実態調査」から抜粋

※ 令和２年６月時点では２３区中８位

※ 平成３０年１０月１日から、医療扶助のうち、医師等が医学的知見から問

題ないと判断するものについて、後発医薬品で行うことが原則化された（生

活保護法）。

（２）医療扶助におけるジェネリック医薬品の削減効果（推計値）

年度 １年間の削減効果額 

平成３０年度 約６億５,５７２万円 

令和元年度 約９億５,９８５万円 

令和２年度 約９億５,９７３万円 

※ 社会保険診療報酬支払基金から受領した電子レセプトデータを基に、使用

されたジェネリック医薬品が全て先発医薬品だった場合の金額を推計

４ 就労支援 

令和元年度 令和２年度 

Ａ 支援者数 ２,９２７名 ２,８７１名 

Ｂ 就労者数 １,０３１名 １,０８２名 

（内訳） 

包括的就労支援事業 ３４７名 ６５５名 

ハローワーク ２３４名 １７９名 

地区担当員 ４４２名 ２４５名 

若年層 ※ ８名 ３名 

Ｃ 就労率（Ｂ／Ａ） ３５.２２％ ３７.６９％ 

※ １５歳から４０歳未満で特に就労阻害要因のない意欲の乏しい引きこもり

等の者に対して就労意欲の醸成を図る就労準備支援
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５ 包括的就労支援事業（令和２年度実績） 

受給者の自立に向けてさらなる就労支援を進めていくことを目的として、令和元

年度から、高い専門性とノウハウを持つ事業者に包括的に就労支援を委託（就労支

援、就労準備支援、定着支援、個別求人開拓）して実施している。 

目標 実績 達成率 

支援者数 １,５００名 １,８９７名 １２６.５％ 

個別求人開拓社数 １,０００社 １,１５２社 １１５.２％ 

うち区内 ５００社 ６２０社 １２４.０％ 

個別求人開拓件数 １,２００件 １,７５６件 １４６.３％ 

うち区内 ６００件 １,０４６件 １７４.３％ 

就労体験先開拓社数 ５０社 ７７社 １５４.０％ 

問 題 点 

今後の方針 

新型コロナウイルスの影響により訪問調査ができない期間があったが、電話等によ

る世帯把握や助言・指導等を行うことで、生活保護の適正執行及び自立支援に取り組

んだ。 

引続き、多様な手段で生活保護受給者の世帯把握を行い、寄り添い支援を行うとと

もに、生活保護の適正執行及び自立支援に取り組んでいく。 
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厚 生 委 員 会 報 告 資 料

令和３年７月１日 

件 名 足立福祉事務所滞納対策アクションプランについて 

所管部課名 福祉部足立福祉事務所生活保護指導課 

内 容 

生活保護返還金に関するアクションプランを策定したので報告する。 

１ 計画名 

足立福祉事務所 滞納対策アクションプラン 

２ 目的 

膨らみ続ける生活保護費返還金の収入未済額の削減と収納率向上 

を図るため。 

３ 基本方針 

（１）相談体制の充実による発生抑止の強化と、積極的な財産調査の

実施による、メリハリのある徴収体制の構築。 

（２）法第６３条返還金について、法第７７条の２の適用（強制徴収

債権の適正な認定）を推進する。 

（３）回収の見込みがない債権については、適正な執行停止・欠損の

促進を図る。 

（４）特別収納対策課との連携及び指導のもと、福祉事務所内におけ

る統一した債権管理を図る。 

４ 計画年度 

令和３年度から令和５年度 

５ アクションプランの構成（別紙２参照） 

（１）はじめに

（２）返還金種別の説明

（３）生活保護費返還金の状況（全体像）

（４）基本方針と主な取り組み内容等

（５）アクションプランによる効果・成果

問 題 点 

今後の方針 
特別収納対策課と連携し、適正な債権管理を推進していく。 
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令和３年６月

足立区 足立福祉事務所

足立福祉事務所 滞納対策アクションプラン

（令和３年度～令和５年度）
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１ はじめに

【足立福祉事務所 滞納対策アクションプラン 基本方針】
① 相談体制の充実による発生抑止の強化と、積極的な財産調査の実施による、メリハリのある徴収体制の構築。
② 法第６３条返還金について、法第７７条の２の適用（強制徴収債権の適正な認定）を推進する。

③ 回収の見込みがない債権については、適正な執行停止・欠損の促進を図る。
④ 特別収納対策課との連携及び指導のもと、全福祉課内で統一した債権管理を図る。

【足立福祉事務所 滞納対策アクションプラン 最終目標（令和５年度）】

令和３年度 令和４年度 令和５年度

収入未済額 ２４．９億円 ２４．５億円 ２４．０億円

収納率 １９．３８％ ２０．６６％ ２０．９４％

 回収が困難な最大の理由は、生活保護費返還金はそもそも生活保護の受給期間中に発生した債権であり、返済資力が乏しく収納に結び付きにく

いことにある。また、生活保護から脱却した場合であっても、生活水準が飛躍的に向上することは難しく、福祉事務所との関係が途切れてしまう

ことで納付交渉が困難となり滞納が継続する。生活保護費返還金に係るこうした事情が、収納率低下の要因となっている。

 生活保護費返還金の収入未済額累計は令和元年度実績で約２５億円（５ページ参照）となり、足立区の中でも最も多額な債権のひとつとなって

いる。

 債権放棄による不納欠損を毎年度２億円以上とし、結果として下表のとおり収入未済額を削減し、収納率を向上させる。

※ 非強制徴収債権である法第６３条返還金は、平成３０年１０月の法改正により法第７７条の２に基づき決定することで強制徴収債権とし

て徴収することが可能となったため。

 なお、国や都などの動向、社会経済情勢の変化、関連法令の改正など、今後の滞納整理事務を取り巻く環境の変化に対応するため、必要に応じ

て計画の見直しを行い、より効果的な滞納整理を行っていく。

 この機会をとらえ、今後新たに返還金を発生させない取組み（生活実態の正確な把握による資力の早期発見など）を強化しつつ、膨大な収入未

済額を削減し得る「強制徴収債権」に力点をおいた「足立福祉事務所 滞納対策アクションプラン（令和３年度～令和５年度）」を策定し、適正

な債権管理及び収納率向上を図っていく。

 そうした中、平成３０年１０月の生活保護法（以下、「法」という。）改正により、法第６３条返還金については、条件を満たせば強制徴収債

権として徴収することが可能となった。そのため、令和３年度から強制徴収債権の一部（死亡廃止債権及び高額債権の計８０件）を特別収納対策

課に移管して、処理促進を図ることとした。
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２ 返還金種別の説明

債権区分 種類 収入未済額
（令和３年２月１日現在）

内容

生活保護法第63 条

（以下、63 条）
10億2千万円

不動産や受給可能な年金等の資力があるにもかかわらず、急迫等により生活保護費の支給を受

けた場合に生じる返還金。

決定処理の遅延等により、遡及限界（前2か月）を超えて生じた過払い分についても適用す

る。

生活保護法第78 条

【平成26年7月改正前】

（以下、改正前78 条）

3億7千万円

虚偽の申請その他不正な手段により保護を受けた場合に生じる徴収金。

なお、平成26年7月以降分は強制徴収債権になっている（下記、生活保護法第78条【平成26年

7月改正後】を参照）。

地方自治法施行令第160 条

（以下、160 条）
3億7千万円

年度をまたいだ戻入金のこと。戻入金とは、被保護者の生活拠点が在宅から入院・入所となっ

た場合に、保護基準額が引き下げとなること等による保護費の過払いのこと。

1件あたりの債権額は4万円程度となっている。

生活保護法第77条の2

（以下、77 条の2）
なし

区側の事務処理誤り等により発生したものでない63条の返還金については、77条の2に基づく

決定をすることで、強制徴収債権として徴収することができるもの。

平成30年10月の法改正により可能となった制度で、今後取り組みを進めていく。

生活保護法第78 条

【平成26年7月改正後】

（以下、78 条）

9億5千万円

虚偽の申請その他不正な手段により保護を受けた場合に生じる徴収金で、平成26年7月以降は

強制徴収債権として徴収することができることとなった。

78 条は、いわば損害追徴としての性格のものであり、63 条に基づく費用の返還の場合と異な

り、その徴収額の決定に当たり相手方の資力（徴収に応ずる能力）が考慮されるものではな

い。

※1 非強制徴収債権とは、区が滞納処分を行えない債権のこと。そのため、裁判所に支払督促や訴えの提起等を通じて強制執行を行う。

※2 強制徴収債権とは、区が滞納処分（財産調査や給与・預貯金・不動産等の差押え等）を行える債権のこと。

非強制

徴収債権

（※1）

強制

徴収債権

（※2）
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３ 生活保護費返還金の状況（全体像）

 生活保護費返還金には、強制徴収債権と非強制徴収債権が混在し、また保護受給中か廃止かで下図のとおり４つに分類される。
（令和３年２月１日現在）

63条 2217件 547,583,399円
改正前78条   115件   99,867,373円

160条 3067件   93,513,409円 78条 387件 303,767,211円
計 5399件 740,964,181円

63条 1579件    472,000,551円
改正前78条   238件    274,914,441円

160条 6814件    275,514,880円 78条 629件 650,132,890円
計 8631件 1,022,429,872円

（うち死亡廃止    37件   33,202,472円）

※平成30 年10 月１日以後に支払われた保護費に係る63条について、77条の2適用により強制徴収債権として処理することが可能となった。

非強制徴収債権 強制徴収債権

受

給

中

廃

止

約３億

約７億

約７億

約１０億

【受給中の債権】

・生活保護法に基づく調査権限あり

・強制徴収債権は区に自力執行権あり（国税徴収法に基づく）

【廃止世帯の非強制徴収債権】

・生活保護法に基づく調査権限なし

・区に自力執行権なし

【廃止世帯の強制徴収債権】

・生活保護法に基づく調査権限なし

・区に自力執行権あり（国税徴収法に基づく）

（新）77条の2適用による

強制徴収債権の適正な認

定、保護費との調整の推

進

地区担当員

（新）受給中のため基本的

には強制執行は困難だが、

財産の隠蔽等が疑われる事

案については、財産調査等

を支援

特別収納対策課（支援）

（新）77条の2適用による

強制徴収債権の適正な認

定の推進

地区担当員

（新）死亡廃止分の相続

人調査及び一部の高額事

案の徴収推進

特別収納対策課（移管）

（新）国通知及び債権管

理条例に基づく適正な債

権管理の処理促進（欠損

等）

会計年度任用職員

地区担当員による新たな返還金発生抑止の取組み、及び適時適切な納付指導を継続

63条を強制徴収債権

として処理していく(※)

63条を強制徴収債権

として処理していく(※)
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４ 基本方針と主な取り組み内容等

基本方針 主な取り組み内容 個別目標

１ 【相談体制の充実による

  発生抑止の強化】

  【積極的な財産調査の実施

  による、メリハリのある

  徴収体制の構築】

【相談体制の充実による発生抑止の強化】

① 保護受給中の世帯に対し、訪問等により生活の実態を把握し、納付指導及び収入申告義務等の

  必要性を繰り返し説明する。

② 返還金発生の原因を調査・分析し、それに対する対策を福祉事務所内で共有することで、新たな

  発生を抑止する。

③ 会計年度任用職員2名を採用し、主に廃止世帯の非強制徴収債権の適正な管理を推進する。

  ・いたずらに時効消滅とすることのないよう、地区担当員の徴収業務をサポートする。

  ・債権管理条例に基づく債権放棄の検討など、回収及び欠損の処理を強化・促進する。

【積極的な財産調査の実施】

 保護廃止済みの高額滞納事案及び保護受給中であっても、財産の隠蔽等が疑われる事案について、

特別収納対策課の支援または移管により積極的に財産調査を実施する。

【区側の事務処理誤り等により発

生する63条の発生率】

５％減少（令和3年度中に返還金発

生の原因分析を行う）

２ 63条について、保護廃止後

 の徴収業務を見据えて、77条

 の2の適用（強制徴収債権の

 適正な認定）を推進する。

① 被保護者向けリーフレットを新たに作成、重要事項の説明・確認書に77条の2に関する項目を記載。

② 77条の2適用にあたっての具体的な事務処理について、取扱基準を策定（令和3年6月末目途）。

③ 今後新たに発生する63条のほか、法改正以後に決定した63条についても、77条の2を適用していく。

※ 令和3年度中に新たな重要事項の説明・確認書を一斉徴取し、77条の2適用については中部第一福祉

 課及び中部第二福祉課から先行して実施し、77条の2を適用できる事案を検証したうえで、令和4年度

 から全福祉課で実施予定。

【77条の2適用額（新規発生分）】

１億２，０００万円

３ 回収の見込みがない債権に

 ついては、適正な執行停止・

 欠損の促進を図る。

① 財産調査の結果、回収の見込みがないと判断したものについて執行停止・欠損する。

② 死亡廃止債権にかかる相続人調査の結果、相続放棄の意思確認ができたものを執行停止・欠損

  する。

③ 債権管理条例の指針に基づき債権の放棄処理を促進する。

※ ①②は特別収納対策課に債権を移管し調査を実施する。

※ 上記の処理に基づき欠損した債権額を国庫負担金精算の対象に含め請求する（国庫負担金対象額の

 4分の3が交付される）。

【財産調査、相続人調査の移管件

数及び執行停止・欠損額】

移管：年間８０件

   合計８，０００万円程度

執行停止・欠損：４，０００万円

【債権管理条例による債権放棄（5

万円未満の少額債権）】

１，０００万円

４ 特別収納対策課との連携及

 び指導のもと、福祉事務所内

 における統一した債権管理を

 図る。

① 困難事例について、特別収納対策課の支援のもと、的確な徴収業務を推進する。

② 新たに対応事例集を作成し、統一した債権管理を行うため、福祉事務所内において、連絡会を毎月

 1回実施する。

※ 事例とは、債務者が自己破産や死亡した場合の処理方法や、納付を拒む場合の対応方法など。

【連絡会、事例集の作成】

事例発生の都度
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５ アクションプランによる効果・成果

収納率向上

19.75％

20.66％ 20.94％

19.38％

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

収入未済減少

不納欠損

（年間）

現状 滞納対策アクションプラン

25.7億
24.9億

24.5億
24.0億

1.5億 3.0億 2.4億 2.4億

令和元年度

16.91％

24.9億

1.9億

（推定実績）
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